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ホジャリで起きた犯罪行為：
その遂行者、適格性、および国際法に基づく責任

トフィグ・Ｆ．ムサイェヴ
人権法修士　エセックス大学院2003－04卒業

カラバフ

はじめに
1. 1987年末、アルメニ
ア・ソビエト社会主義共
和国は、アゼルバイジャ
ン・ソビエト社会主義共
和国のナゴルノ・カラバ

フ（Daghlyq Garabagh）
自治州に対する領有権を
主張し始めた。連邦に属
する共和国の領土の一体
性と国境線の不可侵性を
保証したソビエト連邦の

憲法に反し、アルメニ
ア・ソビエト社会主義共
和国、および当該領土の
アルメニア人コミュニテ
ィのメンバーは、自治地
域をアゼルバイジャンか
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ら一方的に分離させるた
めのプロセスを定めるこ
とを目的に数多くの決定
を採択した。1991年の末
から1992年の初めにかけ
て、アルメニアはアゼル
バイジャンの領土内で戦
闘活動を開始した。この
結果、Daghlyq Garabagh
地域と隣接する7つの地区
を含む、アゼルバイジャ
ンの領土のかなりの面積
がアルメニアにより占領
された。

2. 1993年、国連安全保
障理事会は、アゼルバ
イジャンに対する武力
の使用、およびアルメ
ニアの軍によるアゼルバ
イジャンの領土の占領を

非難し、アゼルバイジ
ャンの主権、領土の一体
性、および国境線の不可
侵性を再確認（明言）
し、Daghlyq Garabaghが
アゼルバイジャン帰属す
ることを確約し、それら
の領土からの占領軍の完
全かつ無条件の即時撤退
を要求する4つの決議を採
択した。1 その他の国際
機関も同様の立場を取っ
た。

3. 戦争状態に突入した
ことで数千人もの人々が
死傷し、数十万人もの人
々が難民となり住む場所
を追われ、数千人もの人
々が行方不明となった。
ホジャリでは特に悲劇的

な事態となった。紛争が
起きる前、アゼルバイジ
ャンのDaghlyq Garabagh
地区には7,000人の住民
が暮らしていた。1991年
10月、この町はアルメニ
アの軍で完全に包囲され
た。ホジャリが大規模な
砲撃を受けた後、1992年
2月25日から26日かけて
の夜間に、この町は様々
な方向から攻撃にさらさ
れた。この町が攻撃を受
けて占領される間に、女
性、子ども、および高齢
者を含む、数百人に上る
アゼルバイジャン人が虐
殺されたほか、数千人に
上る人々が負傷し、人質
としてとられた。町が壊
滅させられる過程で、彼
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らの多くは行方不明とな
っている。

犯罪をはたらいた者
4. ある国が別の国の領土
を強制的に手中に収め、
その地域で犯罪をはたら
いても、そうした行為に
おける自己の役割をしば
しば隠蔽する。このよう
な傾向は、アルメニアが
施行する政策や慣例を見
れば明らかである。アル
メニアは武力紛争へのか
かわりを否定し、これら
の領土を管理下に置くよ
うな狙いもなく、国際法
が定義する占領の事実も

ないとしている。現職の
アルメニア大統領、セル
ジ・サルキシャン氏によ
れば、「ナゴルノ・カラ
バフの戦闘に関与した者
たちは誰からも命令を受
けておらず、自主的にそ
れを行ったに過ぎない」
という。さらに、同氏の
言葉を借りれば、アルメ
ニアは「ナゴルノ・カラ
バフの安全を保証する役
割」を果たすために行動
しているのであり、新た
に戦闘行為が始まれば直
ちに介入する用意がある
のである。2 アルメニア
が当該地域の安全を保証

していることについての
問いかけは、2007年2月7
日付の同国の国家安全保
障戦略の中で言及されて
いる。3 しかし、アゼル
バイジャンの国土の一部
に影響をもたらすこのよ
うな保証が国際法にいか
にして整合しているのか
について、具体的な説明
は記されていない。

5. 一般的に、アルメニ
アが隣国への侵攻への関
与を隠蔽して、侵攻が行
われる過程で行われる犯
罪行為について潔白を主
張しようとも、それを信

カラバフ
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じてもらえる可能性は低
い。なぜなら、その主張
とは正反対の状況を裏付
けるに足る、議論の余地
のない証拠が存在するか
らである。個別かつ慎重
に調査を実施するに値
する諸問題ではあるが、
アゼルバイジャン共和国
の政府が握っている同国
に対する軍事的な敵対行
為へのアルメニア軍の直
接的な関与を裏付ける事
実、およびこれらの軍が
占領された領土に駐留し
ていることに加え、他の
国々、国際的な組織、お
よび独立したオブザーバ
ーによりもたらされたア
ルメニアの役割に関する
評価結果の内容も実情を
明確に指し示している。

6. 「ナゴルノ・カラバ
フで7年間にわたり続く紛
争」と題されたヒューマ
ンライツウォッチ／ヘル
シンキの報告書には、「
アルメニア共和国の国民
の中から反乱軍への参加
を志願した者もいると考
えられる一方、徴収兵を
含むアルメニア軍の現役
兵士は、指揮官の命令を
受けてアゼルバイジャン
にて同国の軍に対する敵
対行為に参加しているの
である。」4 この報告書
は、「法律問題として、

アゼルバイジャンにアル
メニアの部隊が介入して
いることで、アルメニア
はこの紛争の当事者とな
り、またこの紛争はアル
メニア政府とアゼルバイ
ジャンとの間に起きた国
際的な軍事的紛争という
位置づけになる。」

7. アルメニア共和国の
政府はアゼルバイジャン
の領土が軍により制圧さ
れたことについての責任
を認めないばかりか、ホ
ジャリで起きた虐殺に関
して具体的に釈明しよう
ともせず、あたかもアゼ
ルバイジャン側が軍によ
る敵対行為が続く地域か
ら一般国民を避難させよ
うとしなかったことが原

因かのような説明を行っ
ている。さらに悪いこと
に、彼らは自国民を射殺
して一般国民の犠牲者の
数を増やすことで、自国
内の政治的目的を果たそ
うとしたのである。6 こ
のように、2013年2月12
日の国連安全保障理事会
の声明の中で、アルメニ
アの代表者はアゼルバイ
ジャンの当時の大統領、
アヤズ・ムタリボフ氏
が、ホジャリの住民を殺
害したのは反体制組織、
アゼルバイジャン人民戦
線であるとしたと言及し
ている。7 しかし、アル
メニア側の政治プロパガ
ンダは、アゼルバイジャ
ンの当時の大統領が自身
の言葉に対するそうした
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あからさまな誤解につい
て一貫して抗議している
事実を無視している。ア
ルメニア側の政治プロパ
ガンダが言及することを
控えているインタビュー
やコメントの中で、アヤ
ズ・ムタリボフ氏はホジ
ャリで虐殺を行ったのは
アルメニア人であり、そ
うした行為の罪をアゼル
バイジャン人民戦線にな

すりつけたことは一度も
ないと繰り返し述べてい
る。アヤズ・ムタリボフ
氏によれば、「人民戦線
がホジャリの陥落を画策
し、あるいはもたらした
というのは明らかな嘘で
あり、全く不合理である
と」という。8

8. アルメニア政府、およ
びその政治的および軍事

的な指導部とそれに従う
地元の武装組織がホジャ
リで起きた犯罪行為につ
いて責任があることを裏
付ける事象、各国政府、
政府間組織、および非政
府組織の目撃情報を含
む、数々の情報源から多
数の事実関係や報告が寄
せられている。

9. 2010年4月22日付の判
決の第87項の中で、9欧州
人権裁判所は以下のよう
に指摘している。
独立した情報筋から寄せ
られた報告には、1992年2
月25日から26日にかけて
の夜間にホジャリが制圧
されたとき、数百人に及
ぶアゼルバイジャン系の
住民がこの町から逃げ出
す過程で攻めてきたアル
メニア人の兵士により殺
害され、傷を負わされ、
あるいは人質としてとら
れたという（強調表示を
追加）。

10. アルメニア外相に宛
てられた1997年3月24日付
の書簡の中で、10 ヒュー
マンライツウォッチ／ヘ
ルシンキの事務局長は、
アルメニア側の政治プロ
パガンダが虚偽の情報を
使ってこの団体を混乱さ
せようと試みていること
について以下のように回

カラバフ
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答している。
我々、およびメモリアル
ヒューマンライツセンタ
ーが調査を行った結果、
アゼルバイジャン人の民
兵組織も一般市民と一緒
にホジャリから逃げたこ
とが判明した。我々の報
告書には、アゼルバイジ
ャン人の民兵組織は武装
し、制服を着ている状態
であったため、彼らは逃
げる一般市民を守ること
が目的であったにもか
かわらず戦闘員と見なさ
れ、一般市民を危険な状
態に陥れた可能性がある
と指摘されている。しか
し我々は、市民を殺害し
た直接の責任はKarabakh
のアルメニア人武装勢力
にあると考えている。事
実、我々の報告書の中に
も、メモリアルヒュー
マンライツセンターの報
告書の中にも、アゼルバ
イジャンの武装勢力がア
ゼルバイジャン人の一般
市民が逃げるのを妨害し
たり、彼らに向けて発砲
したりしたことを裏付け
る証拠は示されていない 
（強調表示を追加）。

11.自身の兄弟であると同
時に国際的に有名なテロ
リストであり、ホジャリ
への攻撃にも個人的に関
わったモンテ・メルコニ

アンに自作の著書を捧げ
たアルメニア人著述家で
あるマルカル・メルコニ
アンによれば、その町は
「戦略的な目標」であっ
たと同時に、その行為が
報復としての行為でもあ
ったという。11 メルコ
ニアンは特に、「Arabo」
と「Aramo」というアルメ
ニアの2つの分遣隊に所属
する兵士の役割について
言及し、ホジャリの一般
住民をどのようにして虐
殺したのか詳細に説明し
ている。この著述家が述
べているように、「［ア
ルメニア人］兵士に追わ
れて」6マイル近く逃げた
者の中には安全な場所の
近くまでたどり着いてい
た。この著述家の表現を

借りれば、「［アルメニ
ア人］兵士たちは腰に付
けていた鞘からナイフを
取り出すと、市民を刺し
殺し始めた」という。12

12. ホジャリでの出来事
は、アルメニア共和国の
現職の大統領、セルジ・
サルキシャンが、不法な
分離主義者の体制下で組
織された「自主防衛軍委
員会」の指導者を務めて
いたときに起きたこと、
ならびにこれにより彼自
身の記憶は最も重要な証
拠の裏づけとなる情報源
であることに留意するべ
きである。セルジ・サル
キシャン氏による以下の
言葉により、ホジャリで
誰により犯罪が行われた
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のかはもはや疑いの余地
はない。
ホジャリの一件が起きる
以前は、我々が行ってい
る行為が冗談であると
アゼルバイジャン人には
思えたに違いない。彼ら
は、アルメニア人がまさ
か民間人に危害を加える
ような人たち考えていた
のである。しかし、我々
はそうした［固定観念］
を打破することができた

のである。そしてあのよ
うなことが起きた。我々
は、そうした若者の中に
はBakuやSumgayitから逃
げてきたものたちも含ま
れていたことを忘れては
ならない。13

13. およそ12年が経過
した最近になって、セル
ジ・サルキシャン氏を
インタビューした英国
人ジャーナリスト、ト

ーマス・デ・ウォール
（Thomas de Waal）氏が
将来アルメニアの大統領
になる人物と交わした会
話の全記録を出版したの
である。14 この出版物の
内容は、アルメニア側の
政治プロパガンダによる
作り話を最も効果的に否
定している。例えば、以
下に示すセルジ・サルキ
シャン氏の言葉には特に
注釈はいらない。
ホジャリに一般市民がい
たのは事実である。しか
し、一般市民に混じって
兵士もいた。ひとたび砲
弾が放たれれば、一般市
民にも兵士にも差別なく
降り注いでくる。砲弾は
目を持たないのである。
たとえ逃げ出すための機
会を得たとしてもその場
所に留まっていれば、自
らも敵対行為に参加して
いたと見なされてしま
う。

14. セルジ・サルキシャ
ン氏が、一般市民と戦闘
員を明確に区別しなけれ
ばならず、無差別な攻撃
は禁じられるといった世
界的に認知されている軍
事作戦における行動の原
則について知っていたの
なら、そうした説得力の
ない話を口にすることを
控えていたであろう。放

カラバフ

ホジャル虐殺事件犠
牲者へのメモリア
ル、バクー
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たれる砲弾は目を持って
いない議論の余地のない
考察を行ったこのアルメ
ニアの現職の大統領は、
目標物を定め、これに向
けて砲弾を放った者が本
当に確かな目を持ってい
たと論じることはほとん
どできなかったのであ
る。

15. さらに、セルジ・サ
ルキシャン氏は、ホジャ
リの一般市民のために攻
撃する側の兵士が逃げ道
を用意したという逸話も
虚偽であることを証明し
て見せた。この問題につ

いて聞き手にこのように
回答することで、同氏は
「ホジャリの後にある程
度の規模の民族浄化が起
きた。これを成し遂げる
ために、他に方法はなか
ったからである」と容易
に認めている。数千人も
の犠牲者を出したことに
後悔はないかとの聞き手
の質問への回答の中で、
セルジ・サルキシャン氏
は臆面もなく、「たとえ
数千人もの犠牲者が出よ
うとも、そうした変動を
起こす必要があったので
全く後悔していない」と
回答した。アルメニアで

最高位の政治的および軍
事的なポストに就任して
いる人物からのこうした
言葉は、自己を弁護する
ためのものであり、紛争
の間にアゼルバイジャン
の国民に対して向けられ
た犯罪行為に対するアル
メニアの責任を否定しよ
うとするあらゆる試みを
否定する。

犯罪の適格性
16. 国際的に認知された
すべての法的な原則が、
現在アルメニアの支配下
にあるアゼルバイジャン
の領土、すなわち1990年

ボスニア·ヘルツェゴビナ及びホジャルでの戦争犠牲者へのメモリ
アル、サラエボ、ボスニア·ヘルツェゴビナのためのメモリアル
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代初頭に起きた軍事紛争
の間に制圧されたナゴル
ノ・カラバフ地域とその
周辺地域における状況に
適用される。このような
法的な原則には、武力の
使用、国際人道法、国際
人権法、および国際的な
責任に関する原則が含ま
れている。15

17. 国際法に基づき責
任を問われるべきアルメ
ニア共和国の政府、およ
びそれに従う武装組織に
は、国際法に基づく犯
罪行為に相当する国際人
道法と国際人権法の重大
な違反を犯した責任があ
る。アルメニア側が犯し
た戦争に関する規定の違
反行為とは、民間人の殺

害、人質を取る行為、捕
虜と人質に対する虐待行
為と簡易死刑などの無差
別の攻撃である。16

18. アゼルバイジャン
に対する武力の不法な使
用とアゼルバイジャンの
領土の侵略を受けて1993
年に採択された決議の中
で、1 安全保障理事会
は、アゼルバイジャンの
多数の一般国民が国内避
難民になったこと、民間
人を標的にした攻撃、お
よび住宅地域への砲撃を
含む、国際人道法の違反
行為について具体的に言
及している。2010年4月22
日の判決の中で、9 欧州
人権裁判所はホジャリの
アゼルバイジャン人住民
の虐殺行為を、「戦争犯
罪、または人道に対する
犯罪行為となり特に重大
な行為」としての適格性
を認定した。

19. アゼルバイジャンで
行われた正式な調査によ
り、ホジャリで発生した
民間人を標的にした攻撃
に、国際法が定義する集
団殺害の犯罪を構成する
以下の要素が存在するこ
とが判明している。すな
わち、殺害行為と重大な
身体的または精神的な危
害を加える行為、犯罪行

カラバフ
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為を行う者の標的とな
った保護される集団の存
在、および人種的、民族
的、国家的、または宗教
的な理由で区別される集
団の全体または一部を壊
滅させるための具体的な
意思から成る不法行為で
ある。調査の結果によれ
ば、ホジャリで起きた犯
罪行為に関して集団殺害
の罪を認めるために必要
な以下の要件が満たされ
ている。すなわち、集団
の全体または一部を壊
滅させる意思の存在を裏
付ける明確で、説得力が
ある証拠、ホジャリで起
きた破壊行為が、定義さ
れる集団全体に影響を与
えるほど十分な「重大性
を孕んでいた」という事
実、および当該の犯罪行
為が特定の地理的な場所
で起きたことである。

20. アルメニアとアゼル
バイジャンの両国は、ジ
ェノサイド条約（集団殺
害罪の防止および処罰に
関する条約）の加盟国で
あることに留意するべき
である。17

国際法に基づく責任
21. アルメニアとアゼ
ルバイジャンの間で紛争
が起きる間に行われた不
法行為については、国際

ホジャル・メモリアル、ベルリン、ドイツ
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カラバフ
法に基づく国としての責
任、および個人の責任が
生じる。

22. 国際的な責任に関す
る主要な規定は2001年8月
9日に国連国際法委員会に
より採択された国の責任
に関する条項の中に組み
込まれ、18 2001年12月
12日に開かれた総会で各

国に委ねられた。19 第1
条によれば、「国際的な
規模で不法行為を行う国
は、その行為について国
際社会に責任を負わなけ
ればならない」という。
さらに第2条には、「行為
または不作為となる行い
が（a）国際法に基づき当
該国に起因する、および

（b）国としての国際的な
義務の違反となる行為ま
たは不作為となるとき、
当該国は国際的な不法行
為を生じさせたことにな
る」と規定されている。

23. 国の責任に関する条
項のうち、第4条（1）に
は、ある行いのある国へ
の起因性を特定する際の

問題点について規定され
ており、以下のように言
明されている。
国の機関による行為は、
それが立法的、行政的、
司法的、あるいはその他
の機能を果たすかに関係
なく、その機関が国の中
でどのような立場を占め
ていても、あるいは国の

中央政府または特定の領
土の一機関としていかな
る性質を有していても、
国際法に基づきその国が
行った行為として見なさ
れる。

24. 国際法の中で長期に
わたり定められている規
定の一つであるこの原則
は、20 LaGrandの訴訟21

の中で国際司法裁判所に
より明確に示された。こ
の中で、裁判所は、「国
が負う国際的な責任は、
当該国の中で機能する権
限を有する機関および
当局のいずれかの行為に
より果たされる」と宣言
し、集団殺害罪の防止お
よび処罰に関する条約22

画家ナディル・ベイシロヴ『ホジャル逃亡』
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の適用に関する裁判の中
で繰り返しこの宣言をし
た。このとき、裁判所は
以下のように指摘した。
国の責任に関する法律を
構成する基軸の一つであ
るが、国の機関が行う行
為は国際法に基づき国
が行う行為として見なさ
れ、その行為が国として
の義務の不履行を形成す

る場合、国が責任を問わ
れることになる。

25. 国の責任に関する条
項の第4条の注釈6ではこ
の原則が持つ幅広い特質
が明示され、以下の点が
強調されている。
「この規定の中で言及さ

れる国の機関とは、中央
政府の機関、高官、ある
いは国の対外関係につい
て責任を担う人物に限ら
ない。この言葉の意味
は、あらゆる種類または
区分に属し、あらゆる機
能を有し、州や地域のレ
ベルといった階層のあら
ゆる段階に配置された政
府機関をも含む。」23

26. 同様に、第5条に
は、ある人物、または第
4条に基づく国の機関で
はないが、国の法律によ
り政府の権限の要素を遂
行する権限が与えられて
いる組織の行為は、国際
法に基づき国が行う行為

として見なされるものと
する。ただし、当該の人
物または組織は、問題に
なっているときに与えら
れた権限の範囲で行動し
ていたものとする。この
ように、権限を与えられ
た武装組織を含む、国の
武装組織が行う行為につ
いて、国が責任を負うこ
とになる。したがって、

アルメニアは、アゼルバ
イジャンの国内における
活動の中で軍が行った行
為について国際的に責任
を負う立場にあるのであ
る。

27. 国の責任を構成する
一つの主要な要素で、現

画家サビール・チョプログル『ホジャル悲鳴』
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在の目的のために特に重
要となる要素は、第8条に
正式に定められている規
則である。
人物または人物の集団に
よる行為は、国の指示に
従って、あるいは国の監
督または管理に基づいて

当該の行為が実施される
場合、当該国の行為であ
るものと見なされるもの
とする。

28. この規定は、本質的
に2つの状況に適用され
る。一つ目は、人物が国

の当局の直接の指示下で
行為を実施する場合で、
二つ目は、国の「監督ま
たは管理」の下、行為
を実施する場合である。
後者は重要性を孕んでい
る。すなわち、国が分離
主義者の組織の活動を本
当に管理している場合、
国はそれらの組織の行為
に関して責任を免れるこ
とはできないのである。
第8条の中で列挙される
2つの状況の違いは、行
使される管理の程度の違
いである。前者の場合、
その状況において当該の
人物は国の組織の一部を
形成している。後者の場
合、国が持つ権限はより
拡散している。

29. 国際司法裁判所は、
ニカラグアの裁判におい
てこの問題に触れてい
る。この中で、第115項に
書かれているように、国
がその活動について責任
を負うには、「主張され
る違反行為が行われる過
程で軍事的または準軍事
的な活動を効果的に管理
していた」ことが実証さ
れなければならないと指
摘されている。24 このア
プローチは、ジェノサイ
ド条約に関わる裁判にお
いて再確認（明言）され
ている。25

画家ナディル・ベイシロヴ『祖国の名の下に』
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30. 自国の組織、機関、
および高官の直接的な働
きと、アルメニア共和国
が効果的な管理を必要な
程度行っている占領され
たDaghlyq Garabagh地域
の分離主義者の体制によ
る間接的な働きにより、
アゼルバイジャンへの侵
攻が成し遂げられて以
来、この国の領土が占領
されている状態が今も続
いており、国際法に鑑み
れば、アルメニア共和国
は国際法の違反について
国際的な責任を全面的に
負わなければならないと
解釈する。
31. 国際的に誤った行為
に対してアルメニア共和
国が果たす国際的な責任
として、そうした行為を
終わらせ、そうした行為
が再び起きないことを適
切な方法で保証および確
約し、与えた損害につい
て返還、賠償、および補
償のいずれか、または複
数を組み合わせた形で完
全に修復する義務という
法律的な結果がもたらさ
れる。26

32. ホジャリの町で行
われた犯罪は、一般国
際法の確定的規範（jus 
cogens）に基づく義務
の重大な違反として見

なされるべきである。こ
れらの規範に基づく義務
は、国とその国民、およ
び最も基本的な人的価値
の存続に脅威をもたらす
ため許容できないと見な
されるに至った行為を禁
じる実質的な行為規則か
ら生じる。27 これらの
禁止事項のうち、侵略、
植民地支配の力による確
立と維持、集団殺害、奴
隷制度、人種差別、人道
に反する犯罪、および拷
問の禁止は確定的なもの
であると見なされること
が一般的に同意されてい
る。28 そうした数多く
の禁止事項を違反したこ
とについては、ホジャリ
の町の住民と防衛者に対
して行われた犯罪行為を
通して示されているよう
に、アルメニアが国際的

な責任を全面的に負って
いることに疑いの余地は
ない。

33. 一般国際法の確定的
規範に基づく義務の重大
な違反により、責任を有
する国だけではなく、他
のすべての国々にも影響
をもたらす結果がさらに
生じる。国の責任に関す
る条項に関する国際法委
員会の注釈の中で述べら
れているように、国際社
会の一員として、すべて
の国々は基本的な権利の
保護と特定の基本的な義
務の遂行に法的な係わり
合いを持っている。29 こ
の原則の認知を確保する
際に重要な役割を果たし
たのが、バルセロナトラ
クション社の訴訟に関わ
った国際司法裁判所であ

画家M.C.チェレボヴ『ホジャル』
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る。30 この中で、同裁判
所は、国際社会全体に対
する義務という特別なカ
テゴリーの義務の存在を
特定した。同裁判所によ
ると、前者［国際社会全
体に対する義務］はその
性質上、すべての国々に
とっての関心事であると
いう。関係する権利の重
要性を考慮して、すべて
の国々はその保護に関し
て法的な係わり合いを持
つものと見なすことがで
きる。それらは、すべて
の人たちに対する（erga 

omnes）義務なのである。
」その後の複数の裁判に
おいて、国際司法裁判所
はこの考えを再確認（明
言）している。31

34. すべての国々が法
的な係わり合いを持つ限
り、一般国際法の確定的
規範に基づく義務の重大
な違反によりもたらされ
る結果として、そうした
違反行為を合法的な手段
で終わらせ、重大な違反
行為により作られた状態
が合法的なものとして認

識されることを回避し、
そうした状態を維持する
ための支援や助けを行わ
ないために国々が協力す
る義務が生じる。32

35. 国際的に誤った行為
に対して、国際刑法の慣
習規範および条約規範に
基づき、アルメニア共和
国が国として負う責任と
共に、ホジャリの町で行
われた行為を含む、武力
による紛争を背景にして
行われた特定の行為は国
際的な刑事犯罪として見

カラバフ
画家ニザミ・フセイノフ
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なされ、その行為に対す
る責任は、その行為に関
わった者、共犯者、およ
び従犯者が負う。アルメ
ニアの現在および先代の
大統領であるセルジ・サ
ルキシャンとロベルト・
コチャリャンが、他の数
多くの政府高官と軍関係
者、ならびにアゼルバイ
ジャンの被占領地域のア
ルメニア付近に位置する
場所に築かれた分離主義
者の体制と共に、アゼル
バイジャンの領土を制圧
し、アゼルバイジャン
の一般国民や軍人を対象
とした報復行為に関わっ

たことはよく知られてい
る。不法行為の規模と重
大さを考えれば、これら
の者が刑事訴追を受ける
ことは避けられない。

36. アルメニアとアゼル
バイジャンの両国が1993
年6月7日と1993年6月1
日にそれぞれ批准したジ
ュネーヴ条約第四条約の
第147条に基づき、当該
条約により保護された者
または資産に対して行わ
れた数多くの行為が「重
大な違反行為」となる。
アルメニアが1993年7月7
日に批准した追加議定書

Ⅰの第86条には、当該の
条約と議定書の当事者が 
「重大な違反行為を抑止
する」義務を担っている
と規定されている。当該
議定書の第88条に基づ
き、当事者は「当該の条
約または議定書の重大な
違反に関して行われる刑
事訴訟手続きに関連し、
お互いに最大限の支援を
提供しなければならな
い」のである。

37. さらに、国際人権
法および人道法の重大な
違反は、犯罪行為が行わ
れた場所やそれを行った
者や被害者の国籍に関係
なく、そうした犯罪行為
に対する管轄権を生じさ
せ、犯罪を行った者の処
罰の不可避性を与える国
際刑法の普遍的管轄権の
原則の範囲に含まれる。

結論
38. 第二次大戦中に大規
模な残虐行為が行われた
ことを受けて、国際連合
が発足し、平和や人権の
尊重といった基本的な価
値の宣言が行われ、多国
籍の司法機関が設立され
た。主に国連を通して、
国際社会は国際文書の中

イスマイル・ママドフ　
演奏家
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に平和や人権の尊重とい
った基本的な価値の大要
を宣言している。これら
の価値へのコンセンサス
は、1948年の世界人権
宣言の採択に反映され
た。この宣言に従えば、 
「人類に属するすべての
者の生来の尊厳と平等で
不可分の権利の認識は、
世界の自由、正義、およ
び平和の礎である。」さ
らに、権利の保護と正当
性の裏づけ、ならびに
国際的な規模と範囲を持
つ犯罪の防止と処罰のた
めに重要な進展が見られ
た。

39. しかし、平和で、
公正で、繁栄する世界を
確立するための努力は常
に一貫性を持って順調に
行われてきたわけではな
い。このため、一般国民
は、紛争の中で適切に
保護されず、差別的な扱

いを受け続けている。不
幸にも、すべての重大な
国際人道法と人権法の違
反行為が適切に注目を集
め、国際レベルおよび地
域レベルで対応がとられ
てきたわけではない。

40. これにもかかわら
ず、アゼルバイジャン共
和国は、国家レベルで一
貫性のある措置が講じら
れており、既存の国際法
の枠組みが紛争の間にア
ゼルバイジャンの一般国
民に対して行われた重大
な犯罪行為に対し責任を
有する者に裁きを受けさ
せるために役立つものと
確信している。今日、公
職的な地位や政治的な
地位が当事者を戦争、人
道に反する犯罪、集団殺
害、民族浄化といった最
も重大な国際犯罪から免
責することはないことに
議論の余地はない。

41. 事実、アルメニア
共和国がアゼルバイジャ
ン共和国に対して行った
戦争行為の原因と結果の
総合的な評価、ならびに
ホジャリで起きた悲劇的
な出来事の事実により、
アゼルバイジャンのその
町で行われた犯罪は単発
的あるいは散発的な行為
ではなく、人種的な優位
性、民族的な差別化、お
よび憎悪という醜悪な考
え方に基づくアルメニア
国内に広まった残虐行為
に関する体系的な政策と
慣行の一部を形成してい
るに過ぎないことは至極
明らかである。ホジャリ
で起きた意図的な一般市
民に対する虐殺行為は、
アゼルバイジャン人であ
るとの理由だけで大量殺
戮へとエスカレートして
いった。

42. これらの犯罪の行
為者が免責を受けること
で、アルメニアとアゼル
バイジャンの両国の間に
長く待ち望まれている平
和と和解の達成が今も阻
まれている。このため、
紛争の間に起きた国際人
道法と人権法の重大な違
反行為に関する真実を証
明すること、被害者に適
切かつ効果的な償いが行

ハーグでのホジャル・メモリアル、オランダ
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われること、そうした違
反行為の再発を防止する
ための制度的な行動に乗
り出すことが、真に紛争
を解決するために必要な
付加的条件である。した
がって、疑問の余地なく
本質的に必要不可欠な紛
争の当事者と犯罪の行為
者の責任の特定のためだ
けではなく、持続的な平
和、真実、和解、被害者
の権利と利益、および社
会全体の福祉を保証する
ためにも、犯罪の免責を
なくすことが極めて重要
である。

1決議第822号（1993年）、第853号

（1993年）、第874号（1993年）、

および第884号（1993年）

2 「2007年におけるコーカサス

地方の事情」、第4巻、第1版、43

～44ページ。「Hayinfo」のウェブ

サイトに掲載された2007年9月1日

付のセルジ・サルキシャンのメッ

セージも参照すること。

3 www.mil.am/eng/?page=49にて入

手可能。

4 ヒューマンライツウォッチ／ヘ

ルシンキ、ナゴルノ・カラバフで7

年間続く紛争、92ページ（1994）

年。

5 同文書、73ペー

ジ。A/66/787-S/2012/289、付録、

第15項から第27項まで。

6 A/66/708-S/2012/117を参照。

7 S/PV.6917（再開1）、43ページ

と70ページ。

8 www.regnum.ru/news/223355.

htmlおよびhttp://interfax.az/

print/566666/ruにて入手可能。

9 http://hudoc.echr.coe.

int/sites/eng/pages/search.

aspx?i=001-98401にて入手可能。

10 www.hrw.org/news/1997/03/23/

response-armenian-government-

letter-town-khojaly-nagorno-

karabakhにて入手可能。

11 マルカル・メルコニアン、兄弟

がたどる道：あるアメリカ人のア

ルメニアへの運命的な旅（ロンド

ンとニューヨーク、2005年）、214

ページ

12 同文書、213～214ページ。

13 トーマス・デ・ウォール

（Thomas de Waal）、黒い庭：　

平和と戦争を経験したアルメニア

とアゼルバイジャン（ニューヨー

クとロンドン、2004年）、172ペー

ジ

14 http://carnegieendowment.

o r g / 2 0 1 2 / 0 2 / 2 4 p r e s i d e n t -

i n t e r v i e w - a n d t r a g i c -

anniversary/9vpaにて入手可能。

15 A/66/787-s/2012/289、付録、

第28項から第30項までを参照。

16 ヒューマンライツウォッチ／ヘ

ルシンキ、ナゴルノ・カラバフで7

年間にわたり続く紛争（1994年）

17 アルメニアは1993年6月23日

にジェノサイド条約の加盟国とな

り、アゼルバイジャンは1996年8月

16日に同条約の加盟国となった。

18 A/56/10、第IV節を参照。ま

た、James Crawford、国の責任

に関する国際法委員会の条項。序

論、テキスト、および注釈（ケン

ブリッジ、2002年）、およびJames 

Crawford、Alain Pellet、Simon 

Olleson（編集）、国際的な責任

に関する法律（オックスフォー

ド、2010年）も参照。

19 総会の決議56/83を参照。ま

た、集会の決議56/35と62/61、お

よび文書A/62/62も参照。

20 例えば、Mosesの訴訟、John B. 

Moore、国際調停、第III巻、3127

ページ、3129ページ（1871年）を

参照。

21 暫定的な措置、I.C.J.報告書

1999年、9ページと16ページ。

22 I.C.J.報告書2007年、第385

項。この原則が国際慣習法の1つ

の規則を形成していると考えられ

た。ある特別報告者の訴訟手続き

からの免責、I.C.J.報告書1999

年、62ページと87ページも参照。

23 Crawford、国の責任に関する国

際法委員会の条項、95ページを参

照。

24 I.C.J.報告書、1986年、14ペー

ジ、および64ページから65ページ

まで。

25 I.C.J報告書、2007年、第398項

以降。

26 Crawford、国の責任に関する国

際法委員会の条項、66ページから

68ページまで、第28条、第30条、

第31条、および第34条から第37条

まで。

27 A/56/10、国が負う責任に関す

る条項の第40条の注釈3を参照。

28 同文書、国の責任に関する条項

の第26条の注釈5、および第40条の

注釈1～9。

29 同文書、国の責任に関する条項

の第1条の注釈4。

30 バルセロナトラクション社の

訴訟、I.C.J.報告書1970年、第33

項。

31 東ティモール、I.C.J.報告書

1995年、102ページ、項目29、

核兵器の脅威または使用の合法

性、I.C.J.報告書1996年、258ペ

ージ、第83項、およびジェノサイ

ド条約（集団殺害罪の防止および

処罰に関する条約）、暫定的な異

議、I.C.J.報告書1996年、615ペ
ージから616ページ、第31項と第
32項。A/56/10、国の責任に関す
る条項の第1項の注釈。
32 A/56/10（補足）、国の責任に関する
条項の第41条の注釈1から14を参照。総
会の決議62/243の第5項も参照。


